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日本災害時透析医療協働支援チーム
JHATの発足

• 透析医療における組織的な支援を実現
するために活動する。

Japan Hemodialysis Assistance Team in disaster

透析医療関連4団体
日本透析医会、日本腎不全看護学会、
日本臨床工学会、日本血液浄化技術学会

設立
2015年12月9日



4

先遣隊

業務支援

支援物資供給センター

■情報収集活動(先遣隊による被災地調査)
■支援物資供給センターの設置、運営
■医療支援ボランティアの派遣

支援物資供給セン
ターの要否

業務支援の要否
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1月１日 発災

1月１日 本部立ち上げ、情報収集を開始

1月2日 業務支援 隊員募集開始

1月４日 業務支援希望を受ける ⇒1ヶ月の派遣予定

1月8日～13日 第１次業務支援実施

１月10日 物資支援センター 開設

１月26日 物資支援センター 閉鎖

1月31日～３月３０日 第２次業務支援実施

能登半島地震における
ＪＨＡＴの活動概要



地震の概要
検知時刻 １月１日16時10分
発生時刻 １月１日16時10分

マグニチュード 7.6（暫定値）

発生場所
石川県能登地方（輪島の東北東30km付近）
深さ 16km（暫定値；速報値 ごく浅いから更新）

発震機構 北西―南東方向に圧力軸を持つ逆断層型（速報）

震度
【最大震度７】
石川県の志賀町(しかまち)で震度７を観測したほか、
北海道から九州地方にかけて震度６強～１を観測

地震活動の状況
１日21時00分現在

16時以降、震度１以上を観測した地震が59回発生
震度７：１回 震度５強：３回 震度５弱：５回
震度４：14回 震度３：28回 震度２：８回

気象庁「令和６年能登半島地震」について(第３報)より

令和６年能登半島地震
2024年1月1日16:10 マグニチュード：7.6(暫定値)

発生場所：石川県能登地方





先遣隊派遣の遅れ



https://www.mlit.go.jp/road/content/001718273.pdf





支援物資供給センター

澁谷工業工業株式会社
医療機器若宮工場

1月11日稼働開始
～1月26日閉鎖





断水→洗濯✕



支援物資供給センター出務者数

支援物資の提供数

出務者数：のべ123名
物資提供数：1137箱(段ボール中箱換算)



●珠洲市総合病院
透析患者移送済
透析不能 （CE不在）

●宇出津総合病院
透析不能 （CE不在）

●能登総合病院
断水・透析不能（CE６名）

●市立輪島病院
透析患者移送済
透析不能（CE3名）

●恵寿ローレルクリニック
断水・透析不能

●公立穴水総合病院
断水
透析不能 （CE不在）

●恵寿総合病院
透析なし（CE７名）

延べ人員
【iクリニック】

隊員3名
1/8～1/13

18人

【M病院】
隊員18名

1日2名づつ8日ごと交替
2/1～3/30

123人

合計 141人

患者受け入れ施設

患者受け入れ施設

＊隊員の所属地域：・新潟・岐阜・北海道・兵庫・・愛知・福岡
・香川・東京・熊本・大分・山形

業務支援
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支援物資供給センター
・発災からの経過に合わせた支援物資のニーズ、受け入れ可能な物
資のリスト化
・物資の収集開始と停止の周知
・仕分けのデジタル化の開発

業務支援
・派遣可能な隊員の不足
→行政のバックアップ

・先遣隊の迅速な派遣
→厚生労働省からの支援、協力

・隊員教育体制の充実
→隊員養成研修会を増やし隊員の増加を図る
→研修会参加の費用
・被災施設の再稼働への支援
・業務支援を受ける(受援)申し込みの周知

課題



2024年Ⅰ月22日発出


